
 

 

 
○石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所における

事故防止等の徹底について（平成２４年４月２３日付け消
防特第７９号） 

Ｐ １ 
 
 
○化学プラントにおける事故防止等の徹底について 
（平成２４年１０月１日付け消防危第２２０号、消防特第
１９５号） 

Ｐ ２ 
 
 
○石油コンビナート等の大規模な災害時に係る防災対策の

充実強化等について（平成２５年３月２８日付け消防特第
４７号） 

Ｐ ６ 
 

 

○広域共同防災規程作成指針及び広域共同防災規程作成指
針の概説等について（平成１９年１月２６日付け消防特第
１０号） 

Ｐ１１ 
 

 

○防災規程及び共同防災規程の作成指針と概説等について
（平成１９年３月２０日付け消防特第３４号） 

Ｐ１３ 
 

 

 

参考資料 １ 



消 防 特 第 ７ ９ 号 

平成２４年４月２３日 

関係道府県消防防災主管部長 殿 

消防庁特殊災害室長 

石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所における 

事故防止等の徹底について（通知） 

特定事業所における事故防止については、日頃から御尽力いただいているところですが、

４月２２日、別紙のとおり、山口県玖珂郡和木町の石油コンビナート等特別防災区域内にお

いて、危険物一般取扱所（レゾルシン製造装置）で緊急停止作業中に何らかの原因により爆

発及び火災が発生し、作業員１名が死亡、事業所内外で計２２名が負傷しました。 

この事故については、現在、原因の究明が行われているところですが、同種事故の再発を

防止するとともに事故後の適切な対応を図るため、貴職におかれましては下記事項について

特定事業者に対し、必要な指導を適時適切に行っていただくとともに、周辺住民への情報提

供等に関する体制の確認をお願いします。 

また、貴道府県内の関係市町村に対してもこの旨情報の提供をお願いします。 

記 

１ 緊急停止作業を行う際には、作業手順等の確認を行い、作業に携わる者全員に周知徹

底を図ること。 

２ 危険な状態となった場合の従業員等に対する情報伝達、避難経路の周知等を徹底する

こと。 

３ 異常現象や事故の発生、対処の状況等について、特定事業所から関係地方公共団体へ

の速やかな通報連絡を徹底すること。 

【問い合わせ先】 

消防庁特殊災害室 古澤課長補佐、渡邊係長 

電話 03-5253-7528（直通）、Fax 03-5253-7538 

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp/concern/law/tuchi2404/pdf/240423_toku79.pdf
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消 防 危 第 ２ ２ ０ 号 

消 防 特 第 １ ９ ５ 号 

平成２４年１０月１日 

各都道府県消防防災主管部長 

殿 

東京消防庁・指定都市消防長 

消防庁危険物保安室長 

消防庁特殊災害室長 

化学プラントにおける事故防止等の徹底について 

平成２４年９月２９日、株式会社日本触媒姫路製造所において、消防活動中の消防職員

１名が殉職、消防職員２３名を含む３５名が負傷する（平成２４年９月３０日１８時３０

分現在）爆発火災が発生しました（別紙）。 

この事故については現在原因の究明が行われているところですが、平成２４年４月２２

日には三井化学株式会社岩国・大竹工場において、また、平成２３年１１月１３日には東

ソー株式会社南陽事業所において死傷者を伴う爆発火災が発生していることにかんがみ、

同種事故再発防止とともに事故後の適切な対応を図るため、貴職におかれましては下記事

項について化学プラントを有する関係事業者に対し徹底いただきますようお願いします。 

また、貴都道府県内の市町村（消防の事務を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。）

に対しても、この旨の情報提供をお願いします。 

記 

１ 化学反応を伴う製造工程、自己反応により温度・圧力が上昇するおそれのある化学物

質等について、これらを安全に制御するための条件を再確認し、従業者に周知徹底する

こと。 

２ 異常が生じたかどうかの監視方法や判断指標（温度、圧力等）を再確認し、適切な運

転管理を徹底すること。 

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp/concern/law/tuchi2410/pdf/241001_ki220toku195.pdf
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３ 暴走反応等異常な現象が生じた場合、石油コンビナート等災害防止法（昭和５０年法

律第８４号）第２３条第１項の規定に基づき、直ちに消防機関に通報することを徹底す

ること。 

４ 爆発や火災の発生危険性及びその影響範囲について、現場対応に当たる従業者、また、

現場到着した消防隊に周知し、適切に安全管理を行うことができるよう、あらかじめ計

画、訓練等すること。 

５ 上記１～４について、必要に応じ、対策の見直しを図ること。 

 

 

  

【問い合わせ先】 

危険物保安室 三浦課長補佐、七條係長 

電話 03-5253-7524（直通）、Fax 03-5253-7534 

特殊災害室  古澤課長補佐、渡邊係長 

電話 03-5253-7528（直通）、Fax 03-5253-7538 
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消 防 危 第 ２ ２ ０ 号 

消 防 特 第 １ ９ ５ 号 

平成２４年１０月１日 

石油連盟会長 

石油化学工業会会長   殿 

日本化学工業協会会長 

 

 

消防庁危険物保安室長 

 

 

 

消防庁特殊災害室長 

 

 

化学プラントにおける事故防止等の徹底について 

 

平成２４年９月２９日、株式会社日本触媒姫路製造所において、消防活動中の消防職員

１名が殉職、消防職員２３名を含む３５名が負傷する（平成２４年９月３０日１８時３０

分現在）爆発火災が発生しました（別紙）。 

この事故については現在原因の究明が行われているところですが、平成２４年４月２２

日には三井化学株式会社岩国・大竹工場において、また、平成２３年１１月１３日には東

ソー株式会社南陽事業所において死傷者を伴う爆発火災が発生していることにかんがみ、

同種事故再発防止とともに事故後の適切な対応を図るため、貴職におかれましては下記事

項について化学プラントを有する関係事業者に対し徹底いただきますようお願いします。 

 

記 

 

１ 化学反応を伴う製造工程、自己反応により温度・圧力が上昇するおそれのある化学物

質等について、これらを安全に制御するための条件を再確認し、従業者に周知徹底する

こと。 

２ 異常が生じたかどうかの監視方法や判断指標（温度、圧力等）を再確認し、適切な運

転管理を徹底すること。 

３ 暴走反応等異常な現象が生じた場合、石油コンビナート等災害防止法（昭和５０年法

律第８４号）第２３条第１項の規定に基づき、直ちに消防機関に通報することを徹底す

ること。 
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４ 爆発や火災の発生危険性及びその影響範囲について、現場対応に当たる従業者、また、

現場到着した消防隊に周知し、適切に安全管理を行うことができるよう、あらかじめ計

画、訓練等すること。 

５ 上記１～４について、必要に応じ、対策の見直しを図ること。 

【問い合わせ先】 

危険物保安室 三浦課長補佐、七條係長 

電話 03-5253-7524（直通）、Fax 03-5253-7534 

特殊災害室  古澤課長補佐、渡邊係長 

電話 03-5253-7528（直通）、Fax 03-5253-7538 
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消 防 特 第 ４ ７ 号 

平成２５年３月 28 日 

関係道府県消防防災主幹部長 殿 

消防庁特殊災害室長   

石油コンビナート等の大規模な災害時に係る防災対策の充実強化等 

について（通知） 

東日本大震災及びその後において発生した石油コンビナート災害では、大規模な爆発、

火災の延焼等により、当該事業所の敷地外、更には石油コンビナート等特別防災区域の

外部にまで影響が及ぶ事案も発生しており、これに対処するための情報収集・伝達、事

業者等による即応体制、事故現場での安全管理、住民避難等において課題が見られたと

ころです。 

これらのことを踏まえ、消防庁では、平成２４年７月から「石油コンビナート等防災

体制検討会」（以下「防災体制検討会」という。）及び「石油コンビナート等における災

害時の影響評価等に係る調査研究会」（以下「調査研究会」という。）を開催し、このた

び、別添概要（別紙１、２）のとおり報告書をとりまとめました。 

本報告書を受けて、石油コンビナート等の大規模な災害に係る防災対策の充実強化等

を図るため、下記のとおり「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成１３年

３月１９日付け消防特第４０号）を一部改定するとともに、対策推進上の留意点等を取

りまとめましたので通知します。 

我が国においては、南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の発生が懸念される中、人

命安全の確保、エネルギーや産業基盤の強靱化、社会的機能の維持が急務であり、石油

コンビナート防災の抜本的な強化が必要と考えられるところです。このことを踏まえ、

関係各道府県におかれては、石油コンビナート等防災本部を中心とする管内の防災対策

を推進するとともに、特定事業者に対し適切なご指導をお願いいたします。また、貴道

府県内の関係市町村（消防の事務を処理する一部事務組合等を含む。）に対しても周知

されるようお願いいたします。 

なお、本通知は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第３７条の規定に基づく

助言として発出するものであることを申し添えます。 

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp/concern/law/tuchi2503/pdf/250328_toku47.pdf
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記 

１ 石油コンビナートの防災アセスメント指針の一部改定について 

「石油コンビナートの防災アセスメント指針」（平成１３年３月１９日付け消防特

第４０号）を別添冊子のとおり改定したこと（個別の改定事項については、別紙３

「防災アセスメント指針改定の概要」を参照）。 

＜主な改定内容＞ 

（１）災害シナリオ等 

① 地震･津波の想定に関するアセスメント上の考え方を整理（最大クラスの地

震･津波に関する最新の知見を反映、地域防災計画上の想定と整合等） 

② 東日本大震災における石油コンビナートの津波被害を踏まえ、津波による

災害シナリオを追加。また、地震に伴う液状化やスロッシングの影響による

タンク等の被害シナリオを刷新 

③ 東日本大震災における高圧ガスタンク爆発火災を踏まえ、ＢＬＥＶＥ＊によ

る災害シナリオを追加 

＊火災により加圧液化ガスの容器・貯槽が熱せられ、大気圧下での沸点より高い温度まで過

熱し内圧が高まった状態で、容器・貯槽が破損して圧力が急激に下がり、内容液が突沸し

て爆発的に蒸発する現象。 

④ 防油堤外や海上流出等を伴う災害拡大シナリオを追加

⑤ 東日本大震災やその後の爆発火災、海上流出事故等を踏まえ、災害発生危

険度は相対的に小さいが災害影響度が周辺地域にも及ぶような大規模災害に

ついては、災害影響度を推定（定性的評価を含む。）して防災対策上考慮すべ

き対象として追加 

（２）災害の評価手法 

① 災害シナリオの追加等に伴う災害発生危険度･災害影響度に関する評価手

法を追加･刷新。また、定量的評価が技術的に難しい事象についても、防災対

策上の参考として定性的な評価方法等を追加 

② 東日本大震災による被害状況、国内外の知見を踏まえ、災害発生危険度･災

害影響度の推定に関する算定式や指標等の追加･刷新等を実施 

（３）災害想定に基づく応急対策上の留意事項 

① 災害想定の結果を活用し、地震･津波による電源や水源の機能喪失等への対

処を含め、緊急停止に係る安全性向上の考え方を追加 

② 大規模災害のシナリオを基に、従業者や周辺住民への情報伝達、避難誘導

等の考え方を追加 
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２ 石油コンビナート防災対策の充実強化等に係る取組事項について 

上記１による防災アセスメント指針の一部改定、防災体制検討会及び調査研究会

の報告書における提言等（別紙１、２）を踏まえ、石油コンビナート防災に携わる

関係者にあっては、それぞれの防災対策の充実強化等を図ることが必要であること。

特に、次の点については、速やかに取組みを進めることが重要であること。 

○ 関係道府県の石油コンビナート等防災本部においては、消防庁におけるアセス

メント指針の改定を踏まえ、石油コンビナート等防災計画の災害想定を見直し、

災害予防対策及び応急対策計画、石油コンビナート周辺住民の避難計画等へ反映

していくこと。 

○ 特定事業者においては、調査研究会で取りまとめられた特定防災施設等の地震

による影響評価マニュアル、地震及び津波による特定防災施設等の被害の防止又

は軽減策、応急措置又は代替措置の例示等を活用し、特定防災施設等の地震対策

及び津波対策を実施すること。また、設備の緊急停止に係る安全上の留意事項を

踏まえ、緊急停止を行う際に設備が安全に停止できるように対応を検討すること。 

 なお、本影響評価マニュアルは、影響評価の具体的な手順を示し、その中で条

件設定等を変更することで、施設の代表的な形状・仕様を前提とした評価結果を

示すものであること。もとより、本影響評価マニュアルによらず、特定事業者が、

別途、詳細な評価を行うことを妨げるものではないことに留意されたいこと。 

○ 石油コンビナート等の管轄消防本部においては、本検討結果を、石油コンビナ

ート災害が発生した際の消防活動、特定事業所が実施する地震対策及び津波対策

を指導する際に活用すること。 

※報告書の全文は、消防庁ホームページでご覧いただけます。 

「石油コンビナート等防災体制検討会報告書（平成２５年３月）」 

（http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h24/sekiyu_bousaitaisei/index.html） 

「石油コンビナート等における災害時の影響評価等に係る調査研究会報告書（平成２５

年３月）」 

（http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h24/sekiyu_eikyohyoka/index.html） 

【問い合わせ先】 

特殊災害室  古澤課長補佐、渡邊係長 

電話 03-5253-7528（直通）、Fax 03-5253-7538 
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（別紙１－１）

石油コンビナート防災体制検討会（主な提言骨子） 

 

 

 

 

東日本大震災及びその後において発生した石油コンビナート災害では、大規模な爆発、火災の延

焼等により、当該事業所の敷地外、更には石油コンビナート等特別防災区域の外部にまで影響が及

ぶ事案も発生しており、これに対処するための情報収集･伝達、事業者等による即応体制、事故現

場での安全管理、住民避難等において課題が見られた。 

背 景 

南海トラフ巨大地震、首都直下地震等の発生が懸念される中、人命安全の確保、エネルギーや産

業基盤の強靱化、社会的機能の維持が急務であり、大規模な被害を伴う災害事象にも適切に対処す

ることができるよう、石油コンビナート防災の抜本的な強化が必要。 

基本的な考え方 

１ 全体的な枠組みに関する事項 

（１） 災害想定（防災アセスメント）における大規模災害への対応 

○大規模被害を伴う災害事象の追加（津波、高圧ガスタンク火災等）

○評価結果の防災対策への反映  等 

（２）最大クラスの地震･津波に伴う石油コンビナート災害への対応の考え方 

○当面の対応： 周辺地域の住民や関係事業所の従業者等の人命安全を最低限確保

○中長期な対応： 津波まちづくり等における都市計画や開発計画と連携して対処

（防災緩衝地帯の設定等も検討） 

（３） 石油コンビナート災害の特殊性に対応した防災体制の充実強化 

○ＩＣＴを活用した情報収集・伝達体制の強化

○自衛消防力・公設消防力の強化

○大規模災害時における石油コンビナート等防災本部の体制の明確化

（４）石油コンビナート防災に係る継続的な改善の仕組み 

２ 個別の応急対策に関する事項 

（１）石油コンビナート等防災本部における迅速・円滑な情報把握 

（２）事業所における通報連絡や情報共有の徹底強化 

（３）地震及び津波発生時の自衛防災活動と安全管理（別紙３） 

（４）住民への適切な情報伝達及び避難誘導等（別紙４） 

（５）コンビナート周辺の社会的に重要な施設への的確な情報伝達及び影響防止 

提言の主な内容 

検討会報告書を踏まえ、関係道府県の石油コンビナート等防災計画、事業所の防災規程など対策

に反映（おって、消防庁から通知等により周知徹底） 
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（別紙２） 

石油コンビナート等における災害時の影響評価等に係る調査研究会（主な提言骨子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査研究会結果を踏まえ、消防庁においてアセスメント指針改定等を実施 

（関係道府県の石油コンビナート等防災計画、事業所の防災規程に反映等） 

石油コンビナート等防災計画の中で定めなければならい災害想定の作成の際に活用されている石油

コンビナートの防災アセスメント指針（Ｈ６制定、Ｈ１３改訂）について、東日本大震災や最近の重大

事故でみられる災害事象を踏まえて、災害発生・拡大シナリオを見直す必要がある。併せて、災害現象

解析モデルの最新の知見を盛り込む。 

石油コンビナートの防災アセスメント指針 

・東日本大震災を踏まえ、津波や高圧ガスタンク火災（ＢＬＥＶＥ）による災害シナリオを追加 

・長周期地震動及び液状化による災害シナリオを刷新。 

・東日本大震災を踏まえ、災害発生危険度・災害影響度の推定に関する算定式や指標等を追加・刷新 

・避難計画の考え方、緊急停止に係る安全上の留意事項を追加  等 

→ 各防災本部が行う防災計画の見直しを促進 

平成２４年３月３０日消防特第６３号で通知した「特定防災施設等及び防災資機材等に係る地震対策

及び津波対策の推進について」において、特定事業者は設置されている施設・資機材等の被害発生の評

価を行うこととしているところ。 

このため、流出油等防止堤・消火用屋外給水施設・非常通報設備について、地震動により受ける影響

の評価の簡易な方法（マニュアル）を示す必要がある。 

特定防災施設等の地震による影響評価方法 

 流出油等防止堤・消火用屋外給水施設・非常通報設備について、地震動により受ける影響の評価の簡

易な方法（マニュアル）を作成。 

→ 各事業所における特定防災施設等の評価への取組を促進。 

特定防災施設（流出油等防止堤・消火用屋外給水施設）の技術基準では、地震動に関する部分は現行

の技術基準（省令、運用通知）で触れられているが、津波に関しては規定がない。このため、東日本大

震災での被害状況を踏まえ、現行の技術基準の妥当性について検討する必要がある。 

特定防災施設等の地震・津波への対処等 

 東日本大震災においても、現行の技術基準で設置された特定防災施設には顕著な被害が見受けられな

かったことから、技術基準の内容はおおむね妥当。一方、応急対応については、最大クラスの地震・津

波を想定した体制の構築が必要（具体的な応急対策・代替措置を例示）。 

→ 各事業所の応急対策上の取組みを促進 
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消 防 特 第 １ ０ 号

平成１９年１月２６日

関係道府県消防防災主管部長 殿

消防庁特殊災害室長

広域共同防災規程作成指針及び広域共同防災規程作成指針の概説等について（通知）

 石油コンビナート等災害防止法施行令の一部を改正する政令（平成１７年政令第３５３

号。以下「改正令」という。）及び石油コンビナート等における特定防災施設等及び防災組

織等に関する省令の一部を改正する省令（平成１７年総務省令第１５９号。以下「改正省

令」という。）がそれぞれ平成１７年１２月１日に施行され、特定事業者による大容量泡放

水砲等及び大容量泡放水砲用泡消火薬剤（以下「大容量泡放射システム」という。）の配備

が平成２０年１１月３０日までに義務づけられました。

また、広域共同防災組織は石油コンビナート等災害防止法の一部を改正する法律（平成

１６年法律第６５号。以下「改正法」という。）に基づき、行うべき業務に関する事項並び

に防災要員及び防災資機材等に関する事項について、広域共同防災規程を定めなければな

らないこととされています。

 広域共同防災規程に掲げる事項については改正省令において定められましたが、今般、

「広域共同防災規程作成指針及び広域共同防災規程作成指針の概説」を別紙１のとおり作

成しましたので、下記事項にも留意し、執務上の参考としてください。

なお、貴道府県内の市町村に対しても、この旨周知されるようよろしくお願いします。

１ 広域共同防災規程の付属書について

 広域共同防災規程には、改正省令第３０条第１項に掲げる事項をそれぞれ定める必要

があるが、その際「石油コンビナート等災害防止法の一部を改正する法律等の運用につ

いて」（平成１８年３月２３日付け消防特第３１号）第四に示すとおり、警防計画及び警

防活動計画（以下「警防計画等」という。）を広域共同防災規程の付属書として添付する

必要があること。

 また、この場合の警防計画等とは、広域共同防災組織が防災活動で使用する大容量泡

放射システムについて、広域共同防災組織（特定事業者）が以下の項目について確認し
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たものであること。

ア 定められた性能以上の能力があること

イ 使用する泡消火薬剤がタンク火災に適したものであって、かつ、当該泡放射砲で

使用できるものであること

ウ 当該泡放射砲が、適切な放射角度、放射距離に部署できること

エ 必要な時間内に部署できること

オ 大容量泡放射システムを適切に運用できる人員が確保できていること

カ 大容量泡放射システムを使用できる十分な水利が確保できていること

キ 機能を常時維持できること

ク 各タンクに対しての警防活動計画が適切であること

  ケ その他

なお、これらの確認にあたっては、各項目ごとに確認すべき内容及び確認に必要な書

類等について、「大容量泡放射システムの配置におけるチェックポイント」として別紙２

のとおり定めたので参考にされたい。

２ 休止状態の浮き屋根式屋外貯蔵タンクに係る警防計画等について

広域共同防災組織において大容量泡放射システムを配備する場合、休止状態の直径３

４ｍ以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンク（以下「休止タンク」という。）に関しては、休止

している期間中は、警防計画等の作成は必要はないものであること。ただし、当該特定

事業所に係る広域共同防災規程の警防計画等に休止タンクであることを明確にするもの

であること。また、当該休止タンクの使用を再開する場合には、警防計画等を作成し広

域共同防災規程に追加添付するものであること。

特定事業所内全てのタンクが休止タンクである場合は、広域共同防災規程には当該特

定事業所に係る警防計画等は添付されないこととなるが、この場合、広域共同防災規程

の構成事業所の一覧には当該特定事業所名を記載し、タンクが休止状態であることを明

確にするものであること。

なお、この場合の「休止タンク」とは、石油コンビナート等災害防止法第２条第１号

に規定する「石油等」の貯蔵が一定の期間行われず、市町村規則に基づく届出等により、

市町村長等が休止状態を把握しているタンクのことをいうものであること。
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消 防 特 第 ３ ４ 号

平成１９年３月２０日

関係道府県消防防災主管部長 殿

消防庁特殊災害室長

防災規程及び共同防災規程の作成指針と概説等について（通知）

石油コンビナート等災害防止法施行令の一部を改正する政令（平成１７年政令第３５３号）

及び石油コンビナート等における特定防災施設等及び防災組織等に関する省令の一部を改正す

る省令（平成１７年総務省令第１５９号）がそれぞれ平成１７年１２月１日に施行され、特定

事業者による大容量泡放水砲等及び大容量泡放水砲用泡消火薬剤（以下「大容量泡放射システ

ム」という。）の配備が平成２０年１１月３０日までに義務づけられたことから、大容量泡放射

システムを広域共同防災組織において配備した場合の「広域共同防災規程の作成指針及び概説」

については、「広域共同防災規程作成指針及び広域共同防災規程作成指針の概説等について」（平

成１９年１月２６日付け消防特第１０号）により既に示したところです。

このたび、大容量泡放射システムを自衛防災組織又は共同防災組織において配備した場合に

ついて、新たに「防災規程の作成指針及び概説」及び「共同防災規程の作成指針及び概説」を

別紙１及び別紙２のとおり作成しましたので、下記の事項にも留意し、執務上の参考にすると

ともに、貴道府県内の市町村に対しても、この旨周知されるようよろしくお願いします。

また、従来から特定事業所の作成する防災規程及び共同防災規程については、「防災規程作成

指針及び防災規程作成指針の概説について」（平成１６年１１月３０日付け消防特第２２７号 

以下「２２７号通知」という。）を参考とし指導していただいているところですが、内容につい

てより適切な表現にするため別紙３及び別紙４のとおり一部を修正しましたので、執務の参考

にするとともに、貴道府県内の市町村に対しても、この旨周知されるようよろしくお願いしま

す。なお、これに伴い、２２７号通知は廃止します。

１ 大容量泡放射システムを自衛防災組織又は共同防災組織において配備した場合の防災規程

等について

 自衛防災組織に大容量泡放射システムを配備した場合の当該自衛防災組織の防災規程の作

成指針及び概説を別紙１に、大容量泡放射システムを備え付けるために設置した共同防災組

織の共同防災規程の作成指針及び概説を別紙２に示すので参考にすること。

※ 別紙５「特定事業者における防災組織間の関係」における「Ⅰ 防災規程」のＢ、Ｅ事業所の防災規

程、「Ⅱ 共同防災規程」の大容量泡放射システムを備え付けるために設置した共同防災組織の共同防災

規程についての作成指針及び概説を指す。
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２ 大容量泡放射システムの配備に伴う関係防災組織の防災規程への追加事項について 
大容量泡放射システムの配備に伴い、新たに関係する自衛防災組織、共同防災組織及び広

域共同防災組織の各防災組織間の関係を各防災規程において明確にしておく必要があること

から、今回示した防災規程等の作成指針及び別紙５に示す「特定事業者における防災組織間

の関係」を参照し、指揮命令系統、活動に関する連携、連絡体制及び連携訓練等、必要な事

項を関係防災組織の防災規程に追加記載するよう特定事業者を指導すること。 
例）・別紙５「特定事業者における防災組織間の関係」における「Ⅱ 共同防災規程」のＦ事業所の自衛防

災組織の防災規程には、大容量泡放射システムを備え付けるために設置した共同防災組織との関係を

明確にするために、指揮命令系統、活動に関する連携、連絡体制及び連携訓練等について記載する必

要がある。 

 ・別紙５「特定事業者における防災組織間の関係」における「Ⅲ 広域共同防災規程」のＦ事業所の自

衛防災組織の防災規程には、共同防災組織３及び広域共同防災組織との関係を明確にするために、指

揮命令系統、活動に関する連携、連絡体制及び連携訓練等について記載する必要がある。 

 
３ 大容量泡放射システムの配備が必要ない自衛防災組織の防災規程について 

直径３４ｍ以上の浮き屋根式屋外貯蔵タンクが所在しないような、大容量泡放射システム

の配備が必要ない特定事業所の自衛防災組織の防災規程の作成指針及び概説について別紙３

に示すので参考にすること。 
なお、当該自衛防災組織の防災規程の作成指針は、２２７号通知における防災規程の作成

指針及び概説をより適切な表現にするための一部修正であることから、当該特定事業者が防

災規程を修正する場合等の参考資料として活用されたい。 
※ 別紙５「特定事業者における防災組織間の関係」における「Ⅰ 防災規程」のＡ、Ｃ、Ｄ事業所の防

災規程についての作成指針及び概説を指す。 
 
４ 大容量泡放射システムを備え付けるために設置した共同防災組織以外の共同防災組織の防

災規程について 
  大容量泡放射システムを備え付けるために設置した共同防災組織以外の共同防災組織の共

同防災規程の作成指針及び概説について別紙４に示すので参考にすること。 
なお、当該共同防災組織は、構成事業所に大容量泡放射システムの配備を要する事業所が

あり、当該構成事業所が大容量泡放射システムを備え付けるために別に共同防災組織を設置

している場合は、上記２に示したとおり当該共同防災組織との関係を明確にする必要がある

ので留意されたい。 
※ 別紙５「特定事業者における防災組織間の関係」における「Ⅱ 共同防災規程」の共同防災組織１、

２、３の共同防災規程についての作成指針及び概説を指す。 
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